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大崎町益丸プール（以下｢プール｣という。）の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は，こ

の仕様書による。 

 

１．趣旨 

　本仕様書は，プールの指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について定めることを目的とす

る。 

 

２．プールの管理運営に関する基本的な考え方 

　　プールを管理運営するにあたり，次に掲げる項目に沿って行うこと。 

（１）町民の健康及び福祉の増進と観光の利用に供するために設置された理念に基づき，管理運営を

行うこと。 

（２）利用者が利用しやすいようにサービスの向上に努めること。 

（３）効率的かつ効果的な管理運営を行い，経費の縮減に努めること。 

（４）常に善良な管理者の注意を持って管理に努めること。 

（５）個人情報の保護に努めること。 

（６）関係条例，施行規則等の規定に従い，適切な管理運営を行うこと。 

 

３．特記事項 

　　(1) 人員の配置等に関すること。 

ア　プールに責任者１名を常時配置し，緊急時の対応に努めること。 

イ　プールの利用に関する受付業務（利用料金の収納，問い合わせ等），監視業務，清掃業務，

施設設備管理業務に従事するために必要な最適な人員を配置すること。 

ウ　次に掲げる資格等を有するスタッフを有していること。 
　　　　　　・救急法資格取得者 

救急法習得か安全管理研修の受講を徹底し，応急手当などの方法を広く一般に普及するため

の知識と技術を取得していること。 
　　　　　　　　例：日本赤十字社指導員　　消防庁上級救命士 

エ　職員の勤務形態は，労働基準法等を遵守し，業務の運営に支障がないように定めること。 

オ　職員に対して，監視及び施設の管理運営等に必要な研修を実施すること。 

　　(2) プールの利用申請の受付・許可等に関すること。 
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ア　受付・許可等は，プールで行うこと。 

イ　受付手続き 

　　利用許可申請書の受付，利用の許可，利用許可書の交付，利用の取消，利用料金の収入手

続き等。 

ウ　受付の時間 

　　午前９時から午後６時 

エ　プールに関する問い合わせに対応すること。 

　　(3) 利用料金の収受に関すること。 

ア　本業務は，地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第８項に定める利用料金制度

により，大崎町益丸プールの設置及び管理に関する条例第５条により定める使用料を指定管

理者の収入とする。 

イ　利用料金は，大崎町益丸プールの設置及び管理に関する条例の規定による金額の範囲内と

し，あらかじめ町と協議し定めた額とする。 

ウ　指定管理者が現金の管理を行うこと。 

エ　申込者が，利用中止申請の手続きをした場合は，関係例規の規定に従い申込者に利用料金

の還付を行うこと。 

 

４．施設及び設備の維持管理に関すること。 

　　(1) ５月１日～９月30日までを使用期間とし，７月１日～８月31日までをプール営業期間とする。 

(2) 施設の適正な運営のため，清掃，施設・設備点検等の保守管理及び修繕，樹木保全等敷地内

環境美化を行うこと。 

　　　ア　清掃業務 

①　プール内外の清掃業務等は，公共施設としての美観及び職場環境を常に最良の状態に保

守するものとする 

②　適切な方法により，埃，ゴミ，汚れ，シミ等を落とし清潔な状態に保つこと。 

1） 日常清掃　　2） 定期清掃（毎週水曜日は水の入れ替え） 

③　電気，給排水等設備管理 

施設の電気設備，給排水衛生設備等の各設備の日常巡視点検を行うこと。 

④　施設・設備保守点検及び定期検査 

　プールの設備を維持するとともに，利用者が快適に利用できる良質な施設，設備を提供す

るため，設備・器具等の状態について巡視点検を行い，関係法令に基づく法定検査等を行う

こと。 
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1） トイレ維持管理 

2） 消防施設保守管理 

3） 設備保守点検管理 

⑤　修繕 

　施設，設備及び備品については，損耗，劣化及び破損または故障により損なわれた機能

を回復させるため，本仕様書で定められた施設の小規模の修繕を行うこと。なお，大規模

な修繕（施設等の改造や委託費の範囲内では困難な修繕など）が必要な場合は，町と指定

管理者で協議のうえ，定めることとする。 

⑥　樹木保全等 

　プールの敷地内の美観を維持するため剪定，除草，消毒，清掃等の業務を行うこと。 

イ　駐車場の清掃を行うこと。 

ウ　施設内の秩序を維持し，事故，盗難，破壊等の犯罪及び火災等災害の発生を警戒・防止し，

財産の保全を図るとともに利用者の安全を守るために，保安管理を適切に行うこと。 

エ　入場者傷害保険及び指定管理者の業務上の瑕疵により生ずる損害賠償に対応できるよう

な賠償資力を確保するため，適切な保険に加入すること。 

オ　施設維持管理用消耗品（電球等），事務用消耗品（事務用品，応急処置用医薬品等），清

掃用消耗品（洗剤，清掃用具等）の消耗品購入に関すること。 

カ　燃料費，光熱水費を支払うこと（芝生広場トイレの年間電気料を含む）。 

キ　通信運搬費（電話料等）を支払うこと。 

ク　ホームページ等によりプールに関する情報提供を行うこと。 

ケ　プールの管理運営に必要な印刷物（町民向け広報，利用案内パンフレット等）を必要に応

じて作成し，指定場所等へ配布すること。 

(3) 町民の福祉や健康づくりの増進・向上に寄与する事業 

ア　町民参画，地域との連帯を図る事業 

　指定管理者の実施する独自の事業についての参加費，その他料金については，現行価格を

参考とする。 

イ　ボランティア団体との連携 

　必要に応じて協力を求め，事業実施の円滑化を図る。また，協力依頼があれば，相手方に

対しても，積極的に協力する。 

(4) 事業報告 

ア　指定管理者は，プールの利用状況及び管理運営業務の実施状況等を記載した業務日報を作

成し，町長が指定する期間保管し，求めがあった場合は提出すること。 
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イ　毎月，利用状況及び業務日報（利用者からの意見，要望等とその結果及び対応策を含む。）

に基づいて事業報告書を作成し，町長に報告すること。 

ウ　利用状況については，使用期間における月別及び年度合計等を記した文書を作成し，町に

報告すること。 

エ　施設修繕等施設管理に係る業務を実施した場合は，業務完了書を町に提出すること。 

オ　その他町長が必要と認める書類を作成すること。 

(5) その他 

ア　緊急時対策及び防犯・防災対策について，マニュアルを作成し，従事者に指導及び訓練を

行うこと。 

イ　個人情報保護について従事者に周知，徹底を図ること。 

ウ　その他町長が必要と認める業務を行うこと。 

 

５．経費等について 

(1) 業務にかかる経費 

　プールに関わるすべての経費は，利用料及びその他の収入をもって充てるものとする。 

(2) 事業報告 

　会計年度終了後，２ヶ月以内に事業報告及び会計報告を行うこと。 

(3) 実地調査について 

　町長は必要に応じて，指定管理者の労務管理，施設，物品，各種帳簿等に関して調査を行い

ます。 

 

６．リスク分担 

町と指定管理者との管理業務に関するリスク分担については別表１のとおりとする。なお，表中

にないリスクが生じた場合，及び解釈について疑義が生じた場合は協議のうえ，その取り扱い及び

解釈を決定することとする。 

 

７．物品の管理等 

(1) 指定管理者が行なった修繕又はその物品を買い替えた場合は，その物品は，町の所有に属する

ものとする。 

(2) 指定管理者は，町の所有に属する物品については，善良な管理者の注意を持って管理に努める

こと。また，物品のうち備品については｢備品台帳｣を備え，取得及び廃棄等の異動について随時，

町長と協議しなければならない。 
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(3) 指定管理者は，業務において使用する備品については，定期に町の照合を受けなければならな

い。 

 

８．備品 

備品は，別途提示する。 

 

９．業務を実施するに当たっての注意事項 

業務を実施するに当たっては，次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

(1) 公の施設であることを常に念頭において，公平な運営を行うこと。 

(2) 指定管理者が，施設の管理運営に係る各種規程・要領等を別に定める場合は，町長と協議をす

ること。 

(3) 個人情報の適正な管理のために次の必要な措置をとること。 

・管理規程の整備，職員の意識啓発など管理的な保護措置 

・電子計算機処理に係るアクセス制限，データの暗号化など技術的な保護措置 

・保管施設の整備など物理的な保護措置 

(4) 大崎町及び国，その他地方公共団体並びに公共的団体の事業への協力 

(5) その他本仕様書に記載のない事項については，町長と協議をすること。 

 

10. その他 

(1) 指定管理者は，指定期間終了時に次期指定管理者が円滑かつ支障なくプールの業務を遂行でき

るよう引き継ぎを行うこと。 

(2) 事業の継続が困難となった場合の措置 

ア　指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

　指定管理者の責めに帰すべき事由により，業務の継続が困難になった場合は，町長は指定の

取消し又はある一定の期間を設けて業務の全部若しくは一部停止をすることができるものと

する。その場合は，町に生じた損害は指定管理者が賠償するものとする。なお，次期指定管理

者が円滑かつ支障なく，プールの業務を遂行できるよう，引き継ぎを行うものとする。 

イ　当事者の責めに帰すことのできない事由による場合 

　不可抗力等による町及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により，業務の継

続が困難になった場合に事業の継続の可否について協議するものとする。一定期間内に協議が

整わないときには，それぞれ事前に書面で通知することにより協定を解除できるものとする。

なお，次期指定管理者が円滑かつ支障なく，プールの業務を遂行できるよう，引き継ぎを行う
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ものとする。 

(3) 協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合の措置 

町長と指定管理者は誠意を持って協議するものとする。 

(4) プールの設置目的に沿った管理運営を行うため，町が任意に運営状況を調査することがありま

す。 
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別表１　リスク分担表 
リスク分担表 

 
種類 内容

負担者

 町 指定管理者

 物価変動 人件費，物品費等物価変動に伴う経費の増 ○

 金利変動 金利の変動に伴う経費の増 ○

 
法令の変更

当該施設の管理，運営にのみ影響を及ぼす法令変更 ○

 上記以外 ○

 

税制度の変更

当該施設の管理，運営にのみ影響を及ぼす税制変更 ○

 消費税の増加，減少，廃止等に伴う指定管理料の増加・

減少
○

 上記以外 ○

 

政治，行政的理由

による事業変更

政治・行政的理由から，施設管理，運営業務の継続に支

障が生じた場合，又は業務内容の変更を余儀なくされた

場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事

情による増加経費負担

○

 

不可抗力

不可抗力（暴風，豪雨，洪水，地震，落盤，火災，争乱，暴

動その他の町又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことの

できない自然的又は人為的な現象）に伴う施設，設備の修復

による経費の増加及び事業履行不能

○

 

支払い遅延

経費の支払い遅延（町→指定管理者）によって生じた事由 ○

 経費の支払い遅延（指定管理者→業者）によって生じた事

由
○

 

第三者への賠償

指定管理者の責めに帰すべき事由により町又は第三者

に損害を与えた場合
○

 上記以外の理由により町又は第三者に損害を与えた場

合
○

 個人情報の漏えい ○

 
事業終了時の費用

指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中途にお

ける業務を廃止した場合における事業者の撤収費用
○


